
区
長
は
、
２４
年
度
予
算
に
関
す

る
施
政
方
針
演
説
の
中
で
区
財
政

の
厳
し
い
運
営
に
つ
い
て
言
及
し

て
い
る
が
、
今
、
区
財
政
よ
り
も

も
っ
と
厳
し
い
の
は
、
区
民
の
暮

ら
し
で
あ
る
。

生
活
保
護
受
給
世
帯
が
５
年
間

で
４
千
４０１
世
帯
も
増
え
、
急
激
な

増
加
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
。

区
内
経
済
の
中
核
で
あ
る
中
小

企
業
を
取
り
巻
く
状
況
も
依
然
と

し
て
厳
し
い
。

「
聖
域
な
き
見
直
し
」
や
「
選

択
と
集
中
」
の
区
民
施
策
に
よ
り
、

事
務
事
業
が
縮
小
・
廃
止
さ
れ
、

区
民
へ
の
負
担
増
が
強
行
さ
れ
た
。

税
や
保
険
料
な
ど
の
区
民
へ
の

負
担
増
も
過
酷
な
も
の
で
あ
っ
た
。

一
方
で
、
目
立
っ
た
事
業
は
本
庁

舎
南
館
改
築
の
建
設
工
事
だ
け
で
、

北
館
の
設
備
更
新
と
合
わ
せ
る
と

総
額
８０
億
円
以
上
も
の
税
金
投
入

が
必
要
に
な
る
。

予
算
執
行
の
不
用
額
は
総
額
２７

億
円
以
上
で
、
大
き
な
問
題
が
あ

る
。
区
は
、
区
民
施
策
を
削
減
し

た
結
果
、
基
金
を
積
み
上
げ
、
基

金
残
高
は
総
額
３６６
億
円
と
な
っ
た
。

小
中
学
校
の
統
廃
合
、
学
童
ク

ラ
ブ
の
廃
止
、
児
童
館
の
変
質
を

進
め
よ
う
と
す
る
「
い
た
ば
し
未

来
創
造
プ
ラ
ン
」
は
子
ど
も
た
ち

か
ら
未
来
を
奪
う
計
画
で
あ
る
。

以
上
に
よ
り
、
２４
年
度
決
算
の

認
定
に
反
対
す
る
。

２４
年
度
は
、
厳
し
い
財
政
状
況

の
中
、
行
財
政
改
革
へ
の
取
組
み

や
予
算
の
執
行
管
理
の
徹
底
な
ど

に
よ
り
、
財
調
基
金
か
ら
の
繰
入

れ
を
全
額
回
避
し
、
基
金
残
高
の

確
保
に
努
め
た
こ
と
を
評
価
す
る
。

以
下
、
主
な
事
業
成
果
を
述
べ

る
。
教
育
分
野
で
は
、
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク
学
習
対
象
学
年
の
拡
大
や

あ
い
キ
ッ
ズ
実
施
校
の
拡
大
な
ど

を
図
っ
た
。
子
育
て
分
野
で
は
、

高
島
平
保
育
ル
ー
ム
開
設
や
定
期

利
用
保
育
事
業
の
開
始
で
、
保
護

者
の
子
育
て
と
就
労
を
支
援
し
た
。

医
療
分
野
で
は
、
無
料
職
業
紹
介

事
業
な
ど
で
生
活
保
護
費
の
抑
制

に
寄
与
し
た
。
福
祉
分
野
で
は
、

認
知
症
老
人
の
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
確
立
に
向
け
て
取
り
組
ん
だ
。

産
業
分
野
で
は
、
Ｏ
Ｄ
Ｆ
板
橋
大

会
の
開
催
決
定
や
産
業
技
術
支
援

セ
ン
タ
ー
の
機
能
充
実
を
図
っ
た
。

防
災
分
野
で
は
、
住
民
防
災
組
織

へ
の
Ｄ
級
ポ
ン
プ
再
配
備
、
無
線

放
送
塔
建
替
え
、
止
水
板
設
置
助

成
事
業
の
開
始
な
ど
を
図
っ
た
。

環
境
分
野
で
は
、
商
店
街
や
街
路

灯
の
省
エ
ネ
化
な
ど
を
進
め
た
。

今
後
も
、
区
民
生
活
を
守
る
た

め
、
「
選
択
と
集
中
」
に
よ
る
区

政
経
営
で
限
ら
れ
た
財
源
を
効
果

的
に
活
用
し
、
よ
り
多
く
の
成
果

を
収
め
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
。

以
上
に
よ
り
、
２４
年
度
決
算
の

認
定
に
賛
意
を
表
す
る
。

２４
年
度
は
、
財
政
効
果
を
求
め
、

各
事
業
へ
の
歳
出
抑
制
を
優
先
し

た
こ
と
で
、
区
民
生
活
に
密
着
し

た
課
題
へ
の
重
点
的
な
対
応
が
遅

れ
て
い
た
の
で
は
な
い
か
。

保
育
料
に
つ
い
て
は
、
認
可
保

育
園
と
認
証
保
育
所
で
公
費
負
担

に
一
人
あ
た
り
約
４.４
万
円
の
差
が

あ
り
、
公
平
性
の
観
点
か
ら
早
急

に
改
善
す
べ
き
。

居
宅
支
援
費
お
よ
び
介
護
給
付

費
の
不
正
請
求
事
件
に
つ
い
て
は
、

区
が
板
橋
警
察
署
に
告
訴
状
の
相

談
を
し
て
か
ら
正
式
な
告
訴
状
を

出
す
ま
で
の
ス
ピ
ー
ド
が
遅
く
、

誠
実
さ
に
欠
け
る
。
ま
た
、
不
正

請
求
に
対
し
請
求
可
能
な
金
額
分

は
返
還
さ
れ
た
が
、
加
算
請
求
を

怠
っ
た
こ
と
で
取
り
戻
せ
た
は
ず

の
金
額
分
は
返
還
さ
れ
て
お
ら
ず
、

対
応
に
甘
さ
が
見
ら
れ
る
。

町
会
・
自
治
会
に
対
す
る
回
覧

板
委
託
契
約
に
つ
い
て
は
、
区
域

内
す
べ
て
の
世
帯
に
回
覧
す
る
と

い
う
契
約
が
果
た
さ
れ
て
お
ら
ず
、

区
は
そ
の
実
態
す
ら
つ
か
ん
で
い

な
い
。
癒
着
体
質
か
ら
の
脱
却
を
。

一
律
カ
ッ
ト
と
い
う
規
模
縮
小

の
区
政
運
営
で
な
く
、
新
し
い
発

想
や
団
体
を
育
て
縦
割
り
行
政
を

打
開
し
新
規
事
業
を
創
造
す
る
区

政
運
営
へ
の
転
換
を
。

以
上
に
よ
り
、
２４
年
度
決
算
の

一
般
会
計
の
認
定
に
反
対
し
、
特

別
会
計
の
認
定
に
賛
意
を
表
す
る
。

２４
年
度
は
、
東
日
本
大
震
災
の

復
興
需
要
で
経
済
が
回
復
基
調
に

あ
っ
た
が
、
依
然
と
し
て
厳
し
い

環
境
が
続
い
て
い
る
。
そ
の
よ
う

な
中
、
定
期
利
用
保
育
施
設
の
開

設
、
ス
タ
ン
ド
パ
イ
プ
の
増
強
配

備
、
あ
い
キ
ッ
ズ
を
新
規
開
設
し

拡
大
し
た
こ
と
を
評
価
す
る
。

以
下
、
施
策
に
関
し
要
望
す
る
。

子
育
て
支
援
で
は
、
３００
名
以
上
の

保
育
サ
ー
ビ
ス
定
員
拡
大
、
家
庭

福
祉
員
の
待
遇
と
パ
ー
ト
ナ
ー
と

し
て
の
あ
り
方
の
改
善
を
。

教
育
分
野
で
は
、
新
あ
い
キ
ッ

ズ
移
行
で
今
ま
で
以
上
の
安
全
確

保
と
１
・
２
年
生
の
居
場
所
と
な

る
教
室
の
確
保
、
２３
区
で
最
高
の

校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
導
入
を
。

健
康
、
高
齢
者
対
策
で
は
、
休

日
診
療
対
応
薬
局
へ
の
実
質
的
な

補
助
を
要
望
す
る
。

防
災
対
策
分
野
で
は
、
老
朽
家

屋
、
空
き
家
条
例
の
早
期
上
程
を
。

産
業
・
環
境
分
野
で
は
、
独
立
行

政
法
人
理
化
学
研
究
所
の
存
続
を
。

経
営
革
新
で
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
な
ど

を
活
用
し
た
政
策
に
よ
り
、
行
政

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
質
の
向
上
を
。

国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計

で
は
、
現
年
分
の
収
入
未
済
の
早

期
徴
収
を
要
望
す
る
。

介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
で
は
、

事
業
費
の
的
確
な
執
行
を
求
め
る
。

以
上
に
よ
り
、
２４
年
度
決
算
の

認
定
に
賛
意
を
表
す
る
。

２４
年
度
は
、
区
制
施
行
８０
周
年

と
い
う
記
念
す
べ
き
年
で
あ
っ
た

が
、
災
害
対
策
や
電
力
不
足
へ
の

対
応
が
求
め
ら
れ
た
と
と
も
に
、

長
引
く
不
況
に
よ
り
、
全
国
で
生

活
保
護
受
給
者
が
２００
万
人
を
超
え
、

区
が
い
か
に
し
て
区
民
の
安
全
と

生
活
を
支
え
る
か
が
問
わ
れ
た
。

こ
の
よ
う
な
中
、
災
害
対
策
、

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
推
進
や
緑
の
カ
ー

テ
ン
の
普
及
、
生
活
保
護
受
給
者

の
自
立
支
援
事
業
を
実
施
し
、
財

政
調
整
基
金
を
積
み
増
し
、
経
常

収
支
比
率
を
８９.８
％
と
し
た
こ
と
は

大
き
く
評
価
す
る
。

一
方
で
、
適
切
な
予
算
査
定
に

よ
る
不
用
額
の
削
減
、
一
律
削
減

で
は
な
い
重
点
的
な
予
算
配
分
、

区
有
財
産
の
効
果
的
活
用
、
超
過

負
担
の
削
減
を
要
望
す
る
。

個
別
の
施
策
で
は
、
待
機
児
対

策
、
認
証
保
育
所
等
保
育
料
負
担

軽
減
助
成
金
の
増
額
、
教
育
へ
の

重
点
投
資
、
新
あ
い
キ
ッ
ズ
の
合

意
形
成
と
要
支
援
児
へ
の
十
分
な

対
応
、
子
ど
も
発
達
支
援
セ
ン
タ

ー
の
機
能
強
化
、
大
人
の
た
め
の

発
達
相
談
事
業
の
実
施
、
区
で
使

わ
れ
る
紙
の
削
減
な
ど
を
求
め
る
。

３
特
別
会
計
で
は
、
収
入
未
済

の
早
期
回
収
、
不
納
欠
損
発
生
の

防
止
、
国
民
健
康
保
険
料
負
担
増

の
回
避
を
求
め
る
。

以
上
に
よ
り
、
２４
年
度
決
算
の

認
定
に
賛
意
を
表
す
る
。

２４
年
度
に
お
け
る
消
費
動
向
は

震
災
前
の
水
準
に
戻
っ
た
が
、
高

齢
化
や
非
正
規
雇
用
の
拡
大
で
大

幅
な
個
人
消
費
の
拡
大
は
望
め
ず
、

家
計
に
と
っ
て
は
苦
し
い
状
況
が

続
い
て
い
る
。
こ
う
し
た
状
況
を

踏
ま
え
、
２４
年
度
に
編
成
さ
れ
た

一
般
会
計
予
算
と
各
特
別
会
計
予

算
に
つ
い
て
、
い
か
に
効
果
的
、

効
率
的
に
使
っ
て
き
た
か
。
決
算

状
況
に
つ
い
て
以
下
検
証
す
る
。

一
般
会
計
総
務
費
で
は
、
震
災

対
策
や
行
政
効
率
化
に
向
け
た
取

組
み
を
評
価
す
る
が
、
窓
口
業
務

の
委
託
化
拡
張
や
コ
ン
ビ
ニ
交
付

の
実
施
前
倒
し
を
。
福
祉
費
で
は
、

就
労
支
援
事
業
な
ど
の
実
施
に
よ

る
扶
助
費
の
抑
制
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ

ク
薬
の
使
用
に
理
解
を
得
る
取
組

み
、
成
年
後
見
制
度
の
普
及
啓
発
、

待
機
児
ゼ
ロ
に
向
け
た
一
層
の
取

組
み
を
。
産
業
経
済
費
で
は
、
企

業
経
営
を
支
え
る
相
談
支
援
体
制

の
強
化
、
区
民
ま
つ
り
出
店
料
の

減
額
検
討
を
。
土
木
費
で
は
、
放

置
自
転
車
の
抜
本
的
な
解
消
策
、

区
立
・
区
営
住
宅
家
賃
の
収
入
未

済
対
策
、
公
園
遊
具
の
定
期
点
検

を
。
教
育
関
連
で
は
子
育
て
環
境

を
充
実
さ
せ
る
予
算
付
け
を
。

各
特
別
会
計
で
は
、
財
政
の
健

全
化
と
収
入
未
済
な
ど
の
圧
縮
に

引
き
続
き
取
り
組
む
よ
う
求
め
る
。

以
上
に
よ
り
、
２４
年
度
決
算
の

認
定
に
賛
意
を
表
す
る
。

区民犠牲と痛みを

ひろげぬ予算執行を

（反 対）

共 産 党

「選択と集中」による

積極的な区政経営を

（賛 成）

自 民 党

現実と未来を見 定 め た

教育・子育ての施策に重点を

（賛 成）

公 明 党

区民の意見を吸い上げ

工 夫 を こ ら し て

予 算 に 反 映 を

（賛 成）

民 主 党

収 支 均 衡 で

バ ラン ス の よ い

行 政 運 営 を

（賛 成）

合同クラブ

縦割り行政を打開し、

新規事業を創造する

区政運営への転換を

（一般会計に反対）特別会計に賛成

無 所 属

構成比

５７．９％

１１．５％

１１．１％

５．４％

４．５％

４．０％

３．５％

０．８％

１．４％

決算額

１０４，３２５，７８９，２９２

２０，６６８，５０２，２３８

１９，９７７，４５９，５６６

９，６４５，００５，４０６

８，０６４，１３５，４３４

７，２７６，５６９，４４５

６，３００，１３５，０４６

１，３５９，０９８，６７０

２，６２１，１７７，８６４

款

福祉費

教育費

総務費

土木費

資源環境費

公債費

衛生費

産業経済費

その他

構成比

３３．４％

２２．６％

２１．１％

５．７％

３．０％

２．６％

２．６％

２．２％

６．７％

決算額

６１，４４７，９７３，０００

４１，６７２，４８２，６３３

３８，８８９，９０２，７２０

１０，４１０，３８１，２４５

５，５５０，７９６，０００

４，７７７，０５９，６３１

４，６９９，０００，０００

４，０２０，０５０，７９２

１２，５７０，４６５，２８８

款

特別区交付金

特別区税

国庫支出金

都支出金

地方消費税
交付金
使用料及び
手数料

特別区債

繰入金

その他

平成２４年度一般会計・特別会計決算総額
歳 出 総 額

１８０２億３７８７万２９６１円

５７０億５４１６万１６６７円

３１１億４８９７万８３８７円

９４億６８７万８９５９円

歳 入 総 額

１８４０億３８１１万１３０９円

５９２億９６５５万９２４４円

３１４億１８０３万７８８０円

９６億２８１９万３９０６円

会 計 名

一 般 会 計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

決決
算算
にに
対対
すす
るる
討討
論論
（（
要要
旨旨
））

１０
月
３０
日
の
本
会
議
最
終
日
に
、
決
算
調
査
特
別
委
員
長
が
調
査
結
果
の
報
告
を
行
い
ま
し
た
。

そ
の
後
、
各
会
派
が
２４
年
度
一
般
会
計
、
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
、
介
護
保
険
事
業
特
別

会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
特
別
会
計
の
各
決
算
に
つ
い
て
、
討
論
（
左
記
に
決
算
に
対
す
る
各

会
派
の
態
度
と
要
旨
）
を
行
い
ま
し
た
。

２２４４年年度度決決算算のの概概要要
※小数点以下を整理したため、合計は１００％にならないことがあります

平成２４年度一般会計歳入歳出決算総額内訳
（単位：円）

平成２５年（２０１３年）１１月２４日（２）い た ば し 区 議 会 だ よ り第１６６号


